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要旨 

筆者は、1910 年代の 21 ヶ条要求交渉から 1930 年代の日中全面戦争が勃発する

までを対象とし、日中間の矛盾や軋轢がどのようなメカニズムで生成され、どの

ようにして関係悪化を引き起こしていったかについて、明らかにすることに関心

を持っている。本稿は、「川越・張群会談」を対象とし、1936 年後半における日中

国交調整交渉問題を取り上げた研究である。 
 

1．はじめに 
川越・張群会談とは、一般に 1936 年 8 月 23 日に起きた成都事件（現地排日デ

モによる日本人が殺傷された事件）と 9 月 3 日に北海で同地在留の日本人商人が

殺害された北海事件の発生をきっかけに、日本外務省が、中国国民政府の対日態

度の是正を要求する目的で 9 月 8 日から開始された日中全面戦争前における最後

の本格的な日中国交調整交渉のことを指す。なお、日本外務省側が交渉に踏み切

った背後には、海軍側からの強い要請があった(１)と見られる。 
川越・張群会談に関する研究はほとんどなされていない (２ )のであるが、その理

由として、戸部良一 (３ )は以下のように指摘する。①川越茂（日本駐華大使）と張

群（国民政府外交部長）との会談から、成果は何も出てこなかった、それ故に、

そのプロセスにはあまり関心が向けられなかったことが挙げられる。②会談の前

後には、成都事件、北海事件、さらに有名な綏遠事件など、多くの研究者の関心

を惹くような事件が幾つか起こっているため、この会談に関してあまり関心が寄

せられなかった、詳細を明らかにされてこなかったということがある。 
確かに結果としては、11 月に関東軍が起こした綏遠事件が交渉決裂のきっかけ

となり、川越・張群会談は殆ど何の成果も出せないままで、12 月 3 日最終的に打

ち切られることになったのであるが、このように軍事衝突事件の面だけに注目し

て川越・張群会談について判断を下すことは適切ではないと、筆者は考える。 
本稿は、川越・張群会談を対象とし、日中両国の史料を組み合わせながら、現
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地での会談交渉の意義、日中関係に与えた影響を念頭におき、その交渉過程をふ

まえて、日中両国側はどのような目的で交渉に臨んだのか、双方に意見の食い違

いや誤解があったか否かについて検討し、1936 年後半における日中国交調整交渉

がどのようにして、決裂に至ったのかを明らかにしたい。 
また、本稿では、民国史研究を深化させるための「当面の急務」 (４ )と言われる

国民党と共産党の関係についても、川越・張群会談を介して検討を試みたい。  
 

２．日中両国の国内政治情勢について 
中国では、蒋介石と国民政府は 1934 年 1 月の福建事変を平定した後、34 年後半

から長征を始めた紅軍に対する「追剿」という大義名分によって、その勢力を四

川・貴州・雲南まで浸透させた。さらに、1934 年 10 月の第 5 次「剿共戦」の勝利、

1935 年夏の西南平定、1936 年夏の両広（広東・広西）統合を通して、政治的統一

を着実に達成していった。 
一方 1935 年 12 月、蒋は行政院長（首相に相当する）に復帰し、外交部長に腹

心の部下である張群を起用し、外交方針を実践するという「越権指導」 (５ )を強化

した。他方、1935 年以後、英米からの経済・技術援助を受けた国民政府は、国防

整備と経済建設においても、相当な発展を遂げたのである。 
日本では、1935 年広田（広田弘毅外相）は日中国交正常化のベースとして①「以

夷制夷」政策の絶対放棄、②満州国の黙認、③共同防共、いわゆる「広田三原則」

を発表した。1936 年「2・26 事件」後、日本の対中外交は広田弘毅（首相）・有田

八郎（外相）・川越茂（駐華大使）という新陣容のもとで行われることになった。 
しかし、日中関係では、塘沽停戦協定によって形成された「華北問題」解消の

可能性はほとんどなかったのであり(６)、1935 年 6 月以後、日本の現地軍が南進を

再開し、中国華北への侵略は進行していった。1936 年 7 月 13 日、蒋介石は「禦侮

之限度」演説を行い、「我々が領土主権を侵擾されることは絶対に容認できない」
(７)と、日本に対する強硬姿勢をあらわにしたのである。  

以上のような環境の下、1936 年 8 月 23 日に成都事件、9 月 3 日に北海事件が相

次ぎ発生し、日本外務省が国民政府の対日態度の是正を要求する目的で川越・張

群会談を開始した。これは結局、日中全面戦争が勃発する前における最後の本格

的な日中国交調整交渉となったのである。 
 

３．川越・張群会談の交渉過程について 
1936 年 9 月 5 日、有田外相より川越宛てに成都事件解決交渉開始方訓令が打電

され、中国政府に要求すべき事項 (８ )が伝達された。それは、①成都事件をもって

日中国交調整の方向に利用すること、②排日の禁絶を求めること、③在成都日本

領事館の早期再開を要求することという趣旨であった。 
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ところが、川越・張群会談の予備交渉で、次の 7 条項(９)が要求交渉事項として

提案されたのである。すなわち、「（一）北支ニ対シ徹底セル特殊制度ヲ設クルコ

ト、（二）防共施設ヲ実現スル為日本ト協定スルコト、（三）航空ニ関シ日支合辨 (弁)
会社ヲ設立シ例ヘハ福岡、上海ヨリ事件発生地タル四川迄ノ航空路ヲ開設スルコ

ト、（四）行政各部ハ勿論軍政機関ニモ日本顧問ヲ招聘スルコト、（五）通商ヲ改

善スル意味ヨリ日支関税協定ヲ復活シ又輸入税率ノ低減ヲ行フコト、（六）事件ノ

性質上成都ヲ開埠地トシ且四川省内経済利権開発ニ関シ日本側ト合作スルノ制度

ヲ確立スルコト、（七）政治犯人不引渡ノ原則等ヲ顧慮スルコトナク金九、金元鳳、

李青天等ノ逮捕引渡ヲ実現スルコト」であった。 
これは、実は須磨（須磨弥吉郎駐南京総領事）が本省からの「訓令の意向」を

独自に解釈して、より具体的な交渉事項を提示したものであったが、これらの交

渉事項に対して、張群は、このような苛酷な要求は中国を「日本の属国」と視な

し、「日本の植民地」と化そうとするもので、当然受け入れることのできないもの

であるという印象を受けた(１０)。そこで張は、日本側に対して、成都を開埠地とす

るようなことは、中国の不平等条約排除の国策方針と相容れないものであり、「全

く考慮する余地のない」事項である(１１)と、強硬的な態度を見せたのである。 
 さて、9 月 15 日、国民政府外交部において、中国側代表張群（外交部部長）・高

宗武（外交部亜洲司司長）と日本側代表川越（駐華大使）・須磨（駐南京総領事）

との間で、第 1 回 (１２)川越・張群会談交渉が実施される。 
この会談で、川越はまず上述外務省訓令交渉開始方①の趣旨を中国側に告げた。

これに対し、張群はまず両国間にわだかまる不信感の解消を必要とすることを指

摘した。しかし、川越は、日本は国民政府が「国交調整ノ誠意ヲ具体的ニ表示ス

ルコトヲ茲ニ要求スルモノナリ」と強く談じたのである。 
 ついで、川越は「排日取締ノ徹底ニ努力」するよう中国側に要求した。これに

対し、張群は、国民政府は従来から努力を払っていると答えたが、川越は日本の

「要望スル所ハ従来ノ如キ単ナル命令ニ止マラス現実ニ之カ禁止ノ実績ヲ挙クル

ニアリ」と述べた。 
ところで、9 月 23 日、中国側は対案として、対日要求 5 項目を日本側に提示し

た。その内容とは、「（一）塘沽協定及上海停戦協定ノ取消（二）冀東政府ノ解消、

（三）北支自由飛行ノ停止、（四）密輸停止及支那側取締ノ自由恢復、（五）冀東

及綏遠北部ニ於ケル偽軍ノ解散」 (１３)である。 
9 月 24 日、第 2 回目の川越・張群会談交渉が実施されるが、会談で上記中国側

の 5 項目対案について、須磨は中国側に対して、「日本側ニ於テ全然考慮ノ余地ナ

キコトヲ茲ニ言明ス」と厳しく反駁したため、会談は打切る外ないという状況に

なってしまった(１４)。 
第 2 回会談後、交渉の進捗が見えない中、10 月 7 日、須磨と高宗武の間で、会
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談を促進するための談話が行われた(１５)。須磨は「蒋介石ハ日本ト一戦スルノ覚悟

ナク無理ニ会談ヲ遷延セシメントスト解スルノ外ナキカ如何」と問い詰め、もし

そうでなければ「素直ニ従来ノ経緯ヲ辿リ会談ノ誠意ヲ示スヘシ」というふうに

要求したが、高からは、防共及び北支の両問題は後日にまわし、この際は他の４

項に関して会談交渉の余地があると告げられた(１６)。 
10 月 19 日、川越・張群会談（第 3 回）(１７)が再開される。 
この会談で、川越は「国民政府ノ速ナル決断ヲ望ムモノナリ」と冒頭で述べ、

先ず「防共問題」を持ち出し、「防共協定」を説明しその受諾を求めたが、張群は、

本件の提出は元来交渉の途中より加えられたものであり、中国側としては「此ノ

種協定ハ到底締結シ難シ」と答える一方、同協定の締結の条件として「冀東政府

ノ解消及綏東偽軍ノ解散」、さらに「塘沽協定ノ解消」を持ち出し、国民政府の立

場を訴えて、逆に日本側に中国側の対案の受諾を求めたのである。 
この張群の態度に対して、川越は、中国側においてあくまで協力を拒む場合、

日本は「任意ニ必要ノ手段ヲ執ルノ外ナシ」と脅迫的な言葉を述べ、第 3 回目の

会談も不愉快の雰囲気で終了してしまった。 
ついで、10 月 21 日、張群の官舎で、第 4 回川越・張群会談が行われることにな

るが、交渉の中心内容は「一般的防共締結」と「華北の防共提携問題」であった

が、日中双方の会談記録を照らし合わせると、この会談においても、両者の間に

食い違いがあったように思われる。 
すなわち、川越は、「一般赤化防止ヲ目的トスル協定」に対する詰めを行うこと

と、「北支防共協定」の無条件締結を目的に会談に臨んでいるが (１８)、張群は、「中

国は華北における防共線が山海関、包頭に連なる線以北と限定したのに対し、日

本はこの線を山西省の雁門道に延ばしていること」に関心を持っていた(１９)。 
 結局、この日の会談は防共問題のみにて終わったが、翌 26 日に行われた第 5 回

目の会談においても、「北支防共線の設置」をめぐって話し合われないまま、張群

は「北支防共協定ニ引懸ケ再ヒ冀東政府ノ解消」を持ち出したのに対し、川越は

「是迄数回繰リ返シタル通リ現在到底問題トナラス」と反駁して、会談は物別れ

に終わった  (２０)。ついで、第６回会談も、依然として何の結論にも達しなかった。 
その後、綏遠で緊迫情況が増している最中の 11 月 7 日、張群は高宗武を通して、

日本の提案に対して全面的に拒否する旨を日本側に伝えたのである。これに対し、

須磨は、高と話し合い、交渉妥結に向けた試案提示について、「（一）航空連絡及

北支防共協定ニ引懸ケ居ル支那側ノ条件ヲ撤廃スルコト、（二）劉湘ノ陳謝ヲ免除

スルコトハ承諾シ難キコト、（三）少クモ排日取締ニ付テハ文書ヲ以テ支那ヨリ通

報越スコト、（四）国交調整ニ関スル事項ニ付テハ正式ノ『ミニツ』ヲ作ルコトヲ

取止トスルモ話合ノ結果ヲ各自覚書トシ読合ノ上写ヲ交換スルコト」となるので

あれば、「（五）一般反共協定ハ後日更ニ話合ヲ為スコト」とすることを、提案し
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たのである (２１)。 
11 月 10 日に第 7 回目の川越・張群会談が行われ、これが最後の交渉となる。会

談で、川越は、「日本は貴国の困難を理解し、一般反共協定問題は後日に話し合う

ことなどを提案した」のは大いに譲歩したものだと述べ、「須磨試案」を応諾する

よう張群を説得したのであるが、張群は、「我が方の対案要求（5 項目）は実に最

低条件」であり、蒋院長（蒋介石）がいうように「中国は自らの国力を知り、不

合理の事は提案しない」、しかし、我が方において、現に、「最重要問題である塘

沽停戦協定・上海停戦協定の取消し問題は持ち出していない」、中国は既に日本に

対し譲歩していることを、強調したのである (２２)。 
以上のように、川越と張群の間では 7 回の会談交渉が行われたが、双方終始し

て、自国の要求を相手に求め、話は一致することはなく、進捗の見せないまま、

幕が閉じられたのである。 
 

4．川越・張群会談に対する蒋介石の考え方 
9 月 2 日、蒋は「一覧群山小回首白雲低」 (２３)という一句を日記に記した。これ

は元来、人が山の頂に登り、周囲の景色を眺める時の気持ちを描写する句である

が、蒋にとっては、自分が遂に権力の頂点に上ったことを認識し、かなり自信を

持つようになったことを表したものだと思われる。  

 9 月 10 日、日本が提案した 7 条項の要求交渉事項を知った蒋は、「日本の狙いは

戦わずにして我を屈することにある」と想定し(２４)、自ら交渉の「対案」を擬して

張群に指示したのである(２５)。 
9 月 24 日、蒋は川越・張群会談について、次のように考察した。「川越と張群と

の会談は昨日で既に決裂に等しいものとなった。しかし、日本は、例えば華北特

別地域の設定や共同防共、排日取締り、関税の引下げなどを、我が方に対して要

求している。しかし、我が方が提案した上海・塘沽両協定の取消し、冀東偽組織

の廃除、密輸出や日本の飛行機の自由飛行の取締りについては、みんな提案して

はいけないと言われる、是をも忍ぶ可くんば、孰れか忍ぶ可からざらん」 (２６)と。 
同じ日に、蒋は何応欽（軍政部長）宛てに、昨今の形勢から推察すれば、日本

は「已に思いどおりにやる決意を固めているので、南京、上海、漢口の各地に、

直ちに一切の準備をととのえ、厳しく警戒し、いつでも抗戦しうるよう命ずべき」

であると訓電した  (２７)。 
9 月 26 日、蒋は、「日本は 3 年内には中国を亡ぼすことができないのであり、日

本の脅迫は煩う必要がない。但し、今はまだ心に秘めて耐え忍ばなければない」

と日記に記した(２８) 。  
ところで、9 月 28 日、日中国交調整交渉に関する有田外相の談話 (２９)が発表さ

れたが、有田は、昨今の「不祥事件」に関して「多年国民政府及国民党トシテ其
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ノ責任ヲ免レ得サル排日教育、排日煽動、排日的政策等ノ当然ノ帰結」であると

強調し、今回の交渉の結果は日中関係が非常に良くなるか、或いは非常に悪くな

るかの二途のどちらしかない、従って中国側としてはこの際、「日本ト握手スルカ

否カヲ選フヘキ重大ナル岐路」に立っているものであると、指摘した。 
この談話内容を聞いた蒋は、「日本の脅迫は剣抜弩張の態勢になった」(３０) と理

解したのである。10 月 16 日、張群は蒋に交渉状況を報告し、今後の対日交渉方策

について請訓したが、これに対し蒋は、前回の打電で「上海、塘沽両協定には言

及していないが、川越と話し合うとともに、その実施を一日も早く取り消すよう

要求しなければならない」と指示を出したのである (３１)。 
10 月 22 日、蒋は、張群に対し今後「川越と会談する時に、まず新たな要求があ

るか否かを探るべきである」と訓電する一方 (３２)、山西の閻錫山（軍事委員会副委

員長）に打電し、「岳軍（張群）と川越の協議は依然として進展がなかった。黙し

て情勢を察するに、綏遠の敵は必ず攻勢に出るにちがいない。しかも、その攻勢

の時期を予測すれば、来月の初旬を出ないであろう。我が軍は、敵の準備が完成

しないうちに、優勢な兵力で平地泉付近から東方へ積極的に攻勢に出るとともに、

有力な部隊を豊鎮から興和に進出させて匪と偽との南、北両路の連絡を遮断し、

迅速に匪軍を撲滅して綏遠占領の企図を断つべきである」(３３)と告げた。 
ところで、11 月 5 日、前記の交渉に対する「須磨の試案」は下記のような趣旨

で蒋のもとに報告された。①一般防共問題について、日本の要求を接受すること

を希望すること、②華北防共問題について、もし指定地区で困難であれば、日中

それぞれが指定している委員によって時間をかけて検討すること、③山西、綏遠、

山東の三省に対して、中央政府は必要がある場合において各省当局にその対日経

済合作の便利を与えること、④航空連絡問題については、中国側の無条件承認を

求めること、なお、これは日本の「最終勧告」であり、これ以上遅らせることは

許せない (３４)というものであった。 
この報告書を読んだ蒋は、「日本の脅迫は他人に知りうるものか」、「交渉は遅か

れ早かれ決裂に至るに違いない、対抗準備は一刻も早く進めるのだ」(３５)と考える

ようになったのである。 
さらに、11 月 7 日午後、蒋は対日外交の決裂に備えて、考えを次のように深め

ていった。「（甲）我が国のすでに失った主権は今の限度をもって、今後回収する

のみ、さらに失うことは許せない、（乙）対外的には必ず自主を求めなければなら

ない、決して再び他国の牽制と干渉は許さない」と (３６)、そこで、蒋は張群に対し

交渉決裂時に宣言を発表する場合の注意点として、「華北の行政を保全することを

今日の国交調整の最低の条件にすべきである」と指示したのである (３７)。 
以上のように、川越・張群会談に対する蒋の考えとその取った行動とは、必ず

しも一致する方向で進んでいたとは言えないかもしれないが、交渉に臨んだ蒋の
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姿勢は終始して強硬的なものであった。 
 

5．川越・張群会談交渉の決裂、国民党と共産党の接近 
11 月上旬に起きた綏遠事件では、関東軍に唆された徳王麾下の内蒙古軍と国民

政府軍との間で約 1 ヶ月の戦闘状態が続いた。 
11 月 20 日、川越は外務省に対して、かかる情勢において「交渉ヲ継続スルモ効

果」なく、むしろ「思切リ良ク我方ヨリ決裂」させるしかないとの見解を述べる

ように至り (３８)、12 月 3 日川越・張群会談は最終的に打ち切られることになった

のである。 
一方、同じ頃、蒋介石のもとに毛沢東、朱徳らからの手紙(３９)が届いた。その

内容は下記のようなものであった。すなわち「目下、大計は先生の一言があり

さえすれば決まるし、今日、内戦を停止すれば、明日には紅軍と先生の西北剿

共大軍がともに直ちに味方同士が殺し合う内戦の戦場から抗日に赴くことがで

き、綏遠の国防力は急増して数十倍になる。これは先生の一瞬の改心、一心の

発露であり、国仇に報復し、国土を保全し、失地を回復することができる。先

生も栄光の抗日英雄」になれる。 
少し戻って 9 月 22 日、川越・張群会談が開始した直後に、蒋のもとに周恩来

からの手紙 (４０)も送られていた。その内容は、「日本という大盗人は已に我が山

河の半分を奪い取り、そのうえ、今やその奥義を究め、四億の国人は民族的な

大災禍に押さえつけられている」、紅軍（共産党軍）は「全国的な抗日政府の指

揮のもとに統一し、日寇を駆逐するために最後まで奮闘する」ことを誓う。先

生はどうして「日寇が已に軍隊を綏遠東部に配し、行動を起こそうと気が逸っ

ていること、すなわち西北を植民地に変えようとしていることを忘れた」ので

あろうか、大敵が目前に迫っているので、「早急に団結し侮りを防ぐべきである」、

というものであった。 
このように、川越・張群会談が進行している間に、共産党側は、蒋に対して

共産党が国民政府の指揮の下に入ることを公約して、一致抗戦を呼びかけてい

たのであった。 
また、国民政府内部においても、一致抗戦を希望する声が少なくなかった。

例えば、張学良（共産軍討伐副司令官）は蒋に対して、「亡国を救うには抗日が

必須であり、抗日するには全国の力量の集中が必須である。良は、いま、鈞座

（蒋委員長）の指揮下で剿匪（共産軍討伐）の職責を尽くしているが、一日も

早く鈞座の率いる下で抗日のへ犠牲を願う」(４１)というように要望を出している。 
川越・張群会談の交渉過程で、蒋と国民政府は終始して「一般防共問題」の

協議を拒んでいた。むろん、それを拒んだ理由には、国内世論や対ソ連関係へ

の配慮があったと考えられる。しかし、その背後には、蒋の考えとは別に国民
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党と共産党が接近し初めていた要素があったと思われる。なぜならば、蒋にと

って、安内＝国内の統一は何より優先的な課題だったからである。 
さらにいえば、歴史の結果からみて、西安事変を契機に国共合作が推進され、

中国の一致抗日路線が形成されていったものと言われているが、以上のような蒋

の日本に対する態度と蒋への一致抗日の働きかけから見れば、西安事件の 2 ヶ月

以上も前から国共合作への動きは進行していたと言えよう。 
 

6．おわりに 
12 月 6 日、国民政府側は、川越・張群会談について、「双方の意見は相容れない

ものであり、接近し難いものであった。その結果、今回の会談交渉によっては、

国交調整が少しも改善できていない」との意見を発表した(４２)。 
一方、日本外務省側は、12 月 10 日、今後国民政府の措置特に排日取締に見るべ

きものなく、「万一在支居留民の生命財産の安全を脅かし或いは帝国の在支権益を

侵害するが如き事態が発生する場合には支那現下の状勢に鑑み臨時必要なる措

置」を取る方針であるという見解 (４３) を、発表したのである。 
また、1937 年盧溝橋事件の起こる直前に、当時の華北の事態を憂慮した天皇は

湯浅（湯浅倉平内大臣）に対し、「北支の中央化は、結局時の問題にて必然的と思

はるゝが、若し然りとすれば寧ろ先手を打ちて支那に希望を容れては如何」と聞

いたところ、湯浅は「支那従来のやり口は、是を以て決して日本の態度を徳とせ

ず、却って侮日の因を作ることとなるべきを以て考へものなり」と答えた (４４)こと

は、前年に行われた川越・張群会談交渉によって不信と誤解が深められたことを

表しており、この交渉の決裂が日中関係に与えたダメージの大きさを物語るもの

である。 
さて、本稿を、「はじめに」で述べた問題意識に基づきまとめると以下のように 

なる。 
会談交渉に臨んだ日中両国側の狙いは、最初から対立するものであった。それ

ゆえ、張群と川越の間では 7 回の会談交渉が行われたが、双方は終始して自国の

要求を相手に求め、話は一致する可能性が少なかった。結局会談交渉が進捗を見

せないまま、進行の途中で幕が閉じられたのである。一方、蒋介石は終始して川

越・張群会談に強硬的な姿勢で臨んでいたのであり、この間中国の内政における

国共接近の動きも見られたことが、川越・張群会談の決裂に至る一つの要因とな

ったのである。 
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